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欧米における港湾経済の研究
東海林 滋
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私は，昭和54年度関西大学在外研究員（調査研究員）として，昭和54年4
月21日成田を出発し， 欧米各地を旅行して， 同年9月23日成田着で帰国し
た。旅行の目的は「ヨーロッパおよび米国における港湾およぴ海運の活動に
ついて，その実態と研究状況を調査すること」であった。
訪問した港湾は，大小合わせて20数港に及ぶ。そのなかには，ロンドンや
ロッテルダムのように，港湾管理当局を正式に訪問して，担当者から現状に
ついて説明を受け，質疑を交換したところもあるけれども，多くは現地駐在
の日本船社に案内を依頼して，主として外観的な施設を視察し，関係資料を
入手するにとどまった。 もちろん， そのような便宜の得られないところで
は，私が単独で一方的な観察を行なったにすぎない。そのような港も，上の
数には含まれている。
このような事情であるから，私の調査研究の実態は，たとえば後述するよ
うな R.0. Gossのそれと比較すると，お話にならないほどお粗末なもので
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ある。ただ，この場合，相手はいずれも公けの官庁（または公団）であり，
しかるべき紹介者をとおして正式のアポイントメントを取る手続きは，なか
なか厄介である。加えて，当方は不慣れな外国旅行とあって，間遮いなく飛
行機に乗り，ホテルに落ち付くことがまず先決の仕事，という有様であった
から，ともかくこれだけ方々の港を実際に見てくることで，正直なところ精
一杯の気がしたのである。
もっとも，港の施設やそこで行なわれている船舶荷役の作業などは，どこ
の港でもさほど変わったものではない。とくに最近のコンテナ・バースなど
はしかりであって，その点を Gossも「どこか 1つ，たとえばロンドンの写
真を，別のところ，たとえばホンコンのそれと比べてみても，とくに遮って
I) 
いるのは背景くらいのものである」と表硯している。
実際に外国の港を回ってみて改めて確認されることであるが，わが国の神
曇戸・横浜・東京・名古屋・大阪などの主要港は，技術面においてもまた規模
（取扱い貨物量）の面においても，まさしく世界のトップ・クラスの港であ
って，これらの港をよく知っている者からすると，ロッテルダムもニューヨ
2) 
ークも，施設としてはさほど驚くに当たらないのである。問題なのは，この
ような外形ではなく，管理・運営の組織とその内容・実態なのであるが，こ
れはさほど簡単にはつかめない。
それでは一体何をしてきたのか，といわれそうであるが，ありのままを正
直にいうと以上のとおりである。ただ，わが国では港湾関係のいろいろな団
体や機関から，これまでにいくつもの調査団が派遣されており，それらの報
告書を見れば，およそ各国の主要港について，その現勢と管理・運営の実状
を知ることができる。まとまった情報としては，それらを参照されるにしく
1) 〔lJ.p.2. 
2) 1978年に取扱貨物量の最も多いのは， ロッテルダム (264百万トン）で， 神戸
は第2位 (143百万トン）である。しかし， ロッテルダムの取扱貨物の大半は石
油であって，外貿雑貨とくにコンテナ貨物に限ると，ここ数年つねに神戸港が世
界一 (20.6百万トン）である。ロッテルダム (13.2百万トン）およびニューヨー
ク(11.9百万トン）がこれにつづいている。詳しくは， 〔12]を参照。
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3) 
はない。結局，私としては，必らずしも外遊しないでも，いわばいながらに
でも可能なことに属するのであるが一一あえていえば，自分が実際に見てき
た各地の港の情景を脳裏に想い浮べながら—以下記すように，欧米の学者
による最近の港湾経済の研究を数篇紹介することによって，大変不十分な仕
方ではあるが，ここに今回の調査研究に一応の区切りをつけておきたいと思
うのである。
ただし， それでは余りにも「外遊した気配が感じられない」にちがいな
い。そこで，結果的にはいよいよもってお粗末な研修の実態をさらけ出し，
誌面を汚すことになるかもしれないが，多少とも港湾の研究に関係のあるこ
とで，旅行中に出会った印象的な出来事を 2~3余談として書き記すことを
お許し頂きたい。
まず，全体として感じたことは，一言でいえば， ヨーロッパは古く，世界
のリーダーとして活躍した彼らの時代は過ぎ去りつつある。それに比べて，
アメリカはベトナムでの失敗以来自信を喪失しているとはいえ，やはり新し
く活気にみちている，ということであった。そこで，最初の想い出は，イギ
リスでの体験で，いかにも古臭い歴史的な制度が，少なくとも形のうえでは
今日もなお生きているという一例である。
すなわち， ロンドン滞在中のある日 (5月28日）， 私は陸からドーヴァー
を訪れた。 どこの観光地でもそうであるが， いまでは電車で行く人は少な
い。小さな駅から街に出ると， Norman Streetとか SaxonSt. あるいは
Harold St. というような名前がついていて， いかにもノルマン・コンクェ
ストにゆかりのある土地であることを思わせる。町並の彼方， 海抜114.3メ
ートルの高地（この東側が「ホワイト・クリフ」と呼ばれる有名な絶壁にな
っている）の上に堂々とそびえているのがドーヴァー城である。
通行の老人に道をたずねて，かなり急な散歩道から城の横手へ出た。マイ
3) 代表的と思われるものおよび手許にある調査報告書は， ［7〕～〔10]および
C19] ～ C23〗のようである。
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カーや観光バスの止まる場所とは離れているので，どこが正面なのかよく分
からない。少し歩いてみようと思って，結局城の裏手，ホワイト・クリフの
上にある牧場のところへ出てしまった。広い丘の上で羊が草をはみ， うすぐ
もりの空の下にドーヴァー海峡をへだててはるかにフランスの岸が見えてい
る。いかにも平和な風景であるが，近くには高い無線のアンテナが何本も立
っていて，さすがに国境らしい緊張感がある一ーと感じながら，もときた道
を引き返して城へ向かった。そのとき，傍らに標識があって，なんとそこに
は ‘‘DOVER: ONE OF THE CINQUE PORTS"と書いてあったのであ
る。
"Cinque Ports"臼五港」というのは， ノルマン・コンクェストのあとイ
ギリスの歴代の王が， 海辺の防備を固めるために， Hastings,Romney, 
Hythe, Doverおよび Sandwichというイギリス海峡に臨む5つの港を指定
して，徴税の免除や司法権の独立という自由都市としての特権を与え，その
代わりに，他方有事の際には船舶と船員の提供を義務づけた制度である。 14
世紀のころまで，五港の提供する船隊は “RoyalNavy"の中核をなすもの
として重要な役割を果たした。今日， 英国の皇太子のことを “Princeof 
Wales"という。これは，エドワード 1世（在位1272-1307)が1277年にウ
ェールズに出征して，その地のカーナボン城にいるとき (1284年）王子（の
ちのエドワード 2世）が生れたことに由来している。このときのウェールズ
遠征にも，五港の供出した船隊がつねに海岸寄りを航行して陸軍との連絡を
たもち，陸軍への糧食の補給を確保した，と史書は伝えている。
しかし， 15世紀のころになると，これらの港はあるものは泥で埋まり，ぁ
るものは外海から侵食されたりして， 海港としての重要性を失なっていっ
た。徐々にではあるが進行した船舶の大型化も，五港衰退の一因であったと
思われる。そして，かの1588年，有名な無敵艦隊の来襲時，国を挙げての非
4) 
常時に際して，五港の提供した船舶はわずかに 5隻にすぎなかった。五港の
4) Britanicaによる。なお，同じく Britanicaによれば， アルマダ海戦時，両
国の参加兵力はつぎのとおりである。 （次頁へつづく）
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実際的な役割は，この当時すでに終わっていたものと見てよいであろう。も
ちろん，私も「五港の制度は，遠い昔のはなし」と思っていた。
ところがどうして，たまたまの体験によって，この五港がいまもドーヴァ
ーの肩書として立派に生きているのを知ったのである。それはちょうど，ぃ
つかマルクン・デュ：ガールの『チボー家の人びと』を読んでいて，何百年
も昔の宗教戦争当時の「ユグノー」という呼び名が， 20世紀の現在でも使わ
れているのを知ったときの驚きと同じような驚きであった。
硯在， ドーヴァー港の管理者は DoverHarbour Boardであるが， 1891
年までは ‘‘Wardenof Dover’'と呼ばれる港務長官が主管者であった。五港
についていえば， 現在でも ‘‘LordWarden’'と称する長官が任命されてお
り，彼は職務上ドーヴァー城の城代を兼ねることになっている。かのウィン
ストン・チャーチルは， 1941年にジョージ 6世からこの職に任ぜられ，彼が
1965年に死亡したときは，五港の旗印が葬式で棺の先導をつとめたというこ
5) 
とである。伝統を重んずる，いかにもイギリスらしい話である。
第2に挙げる想い出は，やはりロンドンにいたとき，ウェールズのカーディ
フにある UWIST(University of Wales Institute of Science and Tech-
nology)の Dept.of Maritime Studiesを訪問したことに閲する。 「関す
る」というのは，話の主題がUWISTそのものではない，ということなので
あるが，順序として UWISTのことに触れておくと，次のようである。
UWISTは， かなり大きい総合大学で， 学部は全部で16ある。 Dept.of 
?
?
?
? ?
????????
?
130 
197 
舶
主力戦闘艦
68 
61 
人
陸軍
19,000 
1,500 
員
海軍
8,000 
14,500 
5) WiJJians, G., The Heraldry of the Cinque Ports, Newton Abbot, 1971, 
p.128. なお， この旗印 (banner)は1632年に作られたもので， この本（滞英
中に入手）の17ページにその写真が載っている。
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Maritime Studiesは学生数約 200名， 学部の課程は3年間で B.Sc.が与
えられるが，さらに “HonoursDegree"といって修士に類する課程があ
り， Ph.D. が与えられている。コースとてしは， MaritimeCommerce 
Maritime Technology, International Transportおよび MaritimeGeo-
graphyの4つのコースがあって，そのカリキュラムを見ると，概して社会
科学系の学科目と理科系の海事工学的な学科目とが組み合わされていて，い
かにも同学部の名称にふさわしいように思われた。
学生数が比較的少ないからでもあろうが，卒業後は悔事関係の官庁や会社
に専門管理職として就馘し，活躍しているという（わが国の大島商船高専を
卒業した人が 1人， MaritimeCommerceのコースにいると聞かされた。
しかし，当日の5月9日は水曜日で，午後は全学スボーッ・アワーとのこと
で会えなかった）。専任のスタッフは20人ということで， やはり財政的には
政府から約半額の補助を受けている，とのことであった。
ところで，このUWISTは広い意味での海運経済に関するほとんど唯一の
国際学術季刊雑誌， MaritimePolicy and Managementを発行している
ことで，われわれのあいだではよく知られており，学部長の A.D. Couper博
士は，長年この雑詰の編集長を兼ねている（学部長室は簡素なものであった
が，その隣りの部屋は学部長秘書兼上記雑誌の編集室のようで，数人の女性
が休みなくタイプをたたいていた）。私は， はじめての研究機関訪問という
ことで，かなり緊張して出かけたのであるが，同氏は 2度ばかり日本へも来
たことがあるとのことで（風貌は， 写真で見る乃木大将によく似ていた），
分かりやすい英語で親切に応待していただいた。
6) 
すなわち，上記のような大学・学部の話を聞いたり，現在国際的に問題に
なっている海運の諸問題について意見を交換したり，また学生が卒業論文に
6) 英国でも他の国でも，海運経済の研究機関はあるけれども，ここのように専門
の学部・学生を抱えている例は他にはないだろう，とのことであった。なお，上
記の雑誌については．日本（東京商船大学の西山安武教授が編集委員に加わって
いる）からの寄稿が乏しいので困っている，と。
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合わせて作成したスライド ‘‘Improvementof Port Productivity’' という
7) 
のを一緒に見たりした。その際近日 (5月22~23日）同学部において
8) 
Nautical Institute主催の港湾問題に関する国際シンボジウムが開かれるこ
とを聞いた。ロンドンで NauticalInstituteへ連絡すれば参加できるので
はないか，との助言を得たが，私自身の日程の都合で，残念ながらそれはで
きなかった。ただ，要するに西ヨーロッパは各都市間の往来が便利だから，
他の学界におけると同様に，港湾経済についてもこうした国際会議が催され
・ていることをそのとき知ったのである。
さて—―ーその後日談になるのであるが一最近，本稿を草するために多少
文献に目をとおしていると，東京に本部のある国際港湾協会 (International
Association of Ports & Harbors, IAPH) から発行されている英文の月
刊機関誌 Portsand Harborsの1979年10~11月号に， このシンボジウム
に発表された論文の 1つが投稿掲載されているのを知った。筆者は，ベルギ
ーのアントワープ港の DeputyGeneral Managerで F.Suykensといい，
9) 
表題は “EuropeanSeaport Policy"〔5〕とある。
この論文はEC（欧州共同体） におい・て， ECとしての統一的な港湾政
策，とくに港湾管理体制のあり方を模索するうえでの基本的な考え方・（フィ
ロゾフィー）を述べたものである。その意味で，あえて後述の本文に取り上
げるほどのものとは思われなかったが，たまたま上記のような因縁のあった
ことを想い出して（それと，もう 1つは，本稿の表題を「欧米」としたこと
7) このスライドでは， サウサンプトン港のコンテナ荷役が取り上げられていた
が， 日本船や日本製の荷役機械が写し出されて，ひそかに気をよくした（同港へ
は，その後5月16日に見学に行った）。なお， クーパー教授0)専門は経済地理で
(The Geography of Sea Transport, Hutchinson Univ. Library, London, 
1972の著書がある），この場合，主任の指導教授は別にいた。
8) Nautical Instituteについては， C18]で簡単に説明しておいた。
9) この文献の所在を教えてくださった海事産業研究所・資料センターの村山映子
氏に謝意を表します。 なお， このシンボジウムは， British Ports Association 
の協賛で開催され，名前は “Conferenceon Ports, Policy and Practice"とな
っている。
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について， 本文の不足をいくらかでも補うことになるのではないかと考え
て），ここで取り上げ，簡単にその要旨をを紹介しておきたい。
すなわち， Suykensの主張は， これを一言でいえば， 「欧州港湾政策」
の策定に当たっては，いたずらに画ー的なモデルを追求するのではなく，ま
ず実際的な効率の改善に役立つ情報の交換という地道な活動から始めるべき
である，というのである。
改めて著者に指摘されるまでもなく，いずれの国の港も•それぞれ古い歴史
の所産である。ヨーロッパの港の管理方式には，フランス・イタリーのよう‘
に中央統制の強力な “Latintradition"と，他方ドイツ・オランダ・ベルギ
ーのように，各港湾都市の自治的運営に任されている ‘‘Hanseatictradition" 
の2つの流れがあり，さらに新しく ECに入ったイギリスやアイルランドで
は，独立公法人 (Trust)による港湾管理を特色としている。しかし（デン
マークを含めて］， いずれの場合でも， 国と国とのあいだの相遮よりも，同
じ国内での相遮の方がはなはだしいという場合が少なくない。それほど，管
理方式は多様である。
管理業務の範囲についても，大陸とイギリスとでは大きい遣いがある。後
10) ・ 
者は Gossのいわゆる “totalorganisation"であって，港の浚渫（アクセ
ス）から船舶荷役までをすぺて管理者の業務内容とするのに対して，大陸で
は（アメリカや日本も同様であるが）， 同じく Gdssのいわゆる “landlord
port"であって，アクセスは政府，船舶荷役は民間企業のそれぞれ業務範囲
11) 
になっている。そもそも，政策の策定に当たって， ‘‘Seaport"とは一体何で
10) この論文では，後出の Gossの研究（とくに〔1J)がしばしば引用されている。
11) このような区別にもとづいて，しかし，大隆型の港の方がより安価であり，し
たがってイギリスの港湾を不利にしている，という事実は見当たらない（英国港
湾審議会の1976年の報告書による）。 フランス政府の資料によれば， およその数
値として，コンテナ船の場合，船舶の時間コスト［船費Jと荷役費とは，それぞ
れ港湾使用料金の5倍および12倍であり，在来船の場合には，後者が若干前者を
上回る程度であるが，その合計は同じく15倍にのぼる。このように船の停泊中の
所要経費のうち，港湾料金の占める割合は概して小さいから，荷主にとってみる
と，｀公表されている港湾料金の高い港が，必ずしも運送コストのうえで高くつく
港だとはいえないのである。 〔5J No.10, p.17. 
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あるか。それは単に船舶が出入して，貨物の積み卸しをする場所なのか。そ
れとも，より広く工場地帯を含めて考えるぺきものなのか。この点について
12) 
も，各国・都市の考え方は一致していない。
結局するところ，港はそれ自身が最終の目的物ではなく，逆に経済活動全
般から派生して発達（あるいは衰退）してきたものである。港湾政策は，他の
経済政策から独立して策定され得るものではない。他の経済政策が推進さ
れ， ョーロッパがより大きい統合体に成長すれば，それに応じて欧州港湾政
策も推進され実現されて行くであろう。このような見方を支える 1つの楽観
的な示唆として，強国アメリカを見るとき，アメリカは連邦レベルでは港湾
政策をもっていない。しかし，そのことは，アメリカが 1つの共同市場を形
成するうえで何ら支障とはなっていないではないか―--Suykensの見解は，
ほぼこのようなものである。
さて，外遊体験談の第3 （最後）は，そのアメリカにおけるもので，これ
はごく単純な話である。すなわち，私はシアトルで約1週間滞在 (9月13日～
20日：親戚に当たる日系米人の家に宿泊）したのであるが，、その折の休験と
して， 1つは，ワシントン州政府の商業・経済開発局 (Dept.of Commerce 
and Economic Development) の物流サービス部 (PhysicalDistribution 
Service Division)を訪問した。 この事務所はシャトル市内におかれていて
（州政府は，数10キロ南方のオリンピアにある。私はタコマとオリンピアの
港も見てきた），そこで知ったことは，ここの州政府がこのような部門を設置
して，物流行政にかなりの力を入れていることである。
一体， “PhysicalDistribution"という概念は， もちろんアメリカのもの
であるが，そこでは，それは主として個別企業におけるマネージメントの一
分野としての「物流管理」 (Physical Distribution Management)を意味
12) 「わが国の大型外貿港湾は， 「物流港湾」と「都市港湾」の 2つ顔をもってい
る」と，山田源次氏は説いておられる C24]。まさにじかりであって， このいず
れを重視するかが，現代の港湾を考えるうえで最も基本的なポイントであると，
私も考えている。 〔17〕に見られるような意見の相遮も，多くはこのところに起
因しているであろう。
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している。それに対してわが国などでは，この用語を，もっと社会経済的な
広い範囲にわたる現象として客観的にとらえ，かつ政策的にも指導行政の対
象として重視している。したがって，．両者のあいだには，言葉の用い方にか
なりの相遮があるのではないか，とかねて考えていた。
ところが，ここの事務所に行って話を聞くと，少なくともワシントン州で
はそうではないのであって，その一例として，同州が外国貿易とりわけ極東
方面との貿易において，いかに有利な位置を占めているか，その点を海外に
向けて宣伝するパンフレットを作成している。 また， 国内の荷主に対して
も，シアトル積み揚げの内陸貨物を輸送する方法について，それをいくつか
のルート（複合運送のクイプ）に分け，それぞれの運送条件・コスト・日数
等のデークを比較した，いわば「物流ガイド・プック」的な冊子も作成され
ていた。私としては，やはりアメリカでも州や国の政府がそれなりに物流に
13) 
力を入れていることを知ったのである。
もう 1つは， 私が滞在した期間に， シアトルの港湾委員 (PortCammi-
ssioners)の選挙があったことである。シアトルの港湾管理者は， 一種の公
共企業体である港湾委員会 (Portof Seattle Commission) であって， キ
ング郡（納税上，港の区域と合致している）の有権者によって選出される。
14). 
委員の数は 5人（うち 3人は実業家， 2人は労働者代表）で，任期は6年で
あるが，私のいたときにはそのうちの 2人が改選された（なお，この時の選
挙では，会計監査委員の改選も同時に行なわれた）。
私の関心は，一般の市民がどれだけこの選挙に関心をもっているか，であ
った。もちろん，町を通っていても，気をつけていると侯補者の名前を書い
13) 次節で取り上げた MARADの資料なども，広い意味でこうした活動の一環と
いえるであろう。
14) 実業家は大抵会社の社長で，労働代表は1人は船員出身者，もう 1人は港湾労
働の関係者である。委員長(President)と副委員長 (VicePresident)は，委員
が輪番で就任する。会議は通例月 2回開かれるが，報酬は年1ドルにすぎない。
もちろん， 常勤の職員（約1,000人）がその下におり， シアトル・クコマ国際空
港も同委員会の所管（空港は黒字，港湾は赤字）である。．
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た簡単なプラカードが目につく程度で，選挙があるのかないのか，ほとんど
分からない。少なくとも外見的には何程の人が関心をもち，投票を行なった
のか，はなはだ低調なものに感じられた。
シアトルのあと，カナダのバンクーバーヘ行き，そこでは港湾当局 (1936
年以来， 連邦運輸大臣疸轄の代理法人である NationalHarbours Board: 
15) 
NHBの支部である）のボートで港内を一巡した。非常に美しい港で，ことに
16) 
港の北岸は各種の専用埠頭と造船所になっているが，そのすぐ裏手は小高い
丘陵地で，緑の山を背景にきれいな住宅の並んでいるのが見えた。私は，案
内の M.A. Mulholland氏 (Manager,Port Trade Development) に，
「このように港の近くに住んでいれば，港への関心は高いのではないか」と
ただしたが，彼の答えは “No" であった。そこで， 私はシアトルで港湾委
員の選挙に出会ったことを話したが，彼は「きっと市民はあまり投票してい
ないのではないか」と笑っていた。港湾に対する市民の関心を高める仕事
は，どこの港でも管理者にとって頭の痛い課題のようである。
]I MARAD:米国の港湾産業と国民経済
--I-0モデルによる分析―--
米国における港湾管理体制がどうなっているか。およそのことは，すでに
よく知られているし，また，このあとさらに 2つの論文を紹介することによ
って，それはいっそう詳しくなるであろう。しかし，ここで MARAD
(Maritime Administration :海事局）の発表した研究を紹介するに先立っ
17) 
て，簡単にこの問題にふれておくことにしよう。
15) 硯状を説明してもらった Mulholland氏の話では， オクワにある NHB本部
は硯地についての理解が足りない，とのことであった（同氏は地元の人らしく，
以前邦船の代理店に勤めていた由である）。
16) たまたまこの日 (9月21日）， 関西大学探検部の学生が， 北米縦断に使用した
カヌーをここの木材バースで日本船に船積みした。
17) 以下は C2 J pp. 310-26による。〔7J上巻189-202ページも相当くわしい。
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一体，アメリカの国家構造，その基本をなす憲法はどのようにはたらいて
いるかー一そのもっとも見安い一例が港である，といえる。すなわち，国家
が形成されたあと，各州は航行水路の維持と引き替えに，閲税の収納権を連
邦政府に引渡した。こうして，今日でも，灯台その他航行補助施設の設置と
管理は沿岸警備隊 (U.S.Coastguard)の任務であり，航行水路の開発と浚
18) 
渫は陸軍工兵隊 (U.S. Army Corps of Engineers)の仕事である。しか
し，州は何かにつけて連邦政府の介入に対して警戒心をもっており，とくに
それが他の州とのあいだで差別的な取扱になることを極度に恐れている。憲
法は，連邦政府によるこうした差別的行為を禁ずるために固守されてきた。
要するに，アメリカにおいて，港は州＿より的確には港所在の地方都市
一の関心事であって，連邦のそれではない。いずれの港でも，数多くの国
の行政機関が入り込んではいるが，港そのものについて国の政策というもの
はない。港に対する国の政策はバラバラで，どの役所も主たる関心は別のと
ころにある，といってよい。 MARADの場合も，またしかりである。
MARADの主たる任務は，いうまでもなくアメリカ海運業の振興である。
もちろん，米国の港湾に出入するのは米国船のみではない。しかし，米国の
港は米国船のホーム・ポートであるばかりでなく， MARADが力を入れて
いる運航補助船のターミナルでもある。 したがって， MARADは米国の港
湾に対して常時基本的な関心を有しており，それは戦時においては港湾運営
の公的責任として表面化する性質のものである。しかし，上述のような事情
19) 
から，全米港湾協会 (AmericanAss'n of Port Authorities: AAPA)は，
従来から自由競争原理にもとづく自主的開発を主張して，国家統制に反対し
てきた。いきおい MARADの役割も小さかったのである。
ところが，近年に至って，この伝統に対する若干反対の気運が醸生されて
18) コーストガードは，このほかに，危険貨物の取締りや油濶汚染の監視，船舶職
員に対する海技免状の発給等を行なう。また，陸軍工兵隊は， ロックやダムの建
設，かんがい用水路の工事等も行なっている。
19) AAPAのメンバーには，北米・中米および南米の港湾当局が含まれている。
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きている。 1つには，環境問題が重視され，必然的に国や州の行政に伏さね
ばならぬ側面が多くなってきたこと，また，技術革新に対応して各港の地位
を保持するためには，巨額の新投資が必要であり，そのための資金調達が容
易でなかったこと，などがその主な原因と考えられている。こうして，
AAPAは1972年，連邦政府の補助金支給に対する従来からの反対の態度を
撤回し，つづいて73年には，逆に補助金の支給を要請する決議を行なったの
である。
このような趨勢に対応して， MARAD自身においても， 従来の消極的な
姿勢から次第に積極的に，港湾の問題をみずからの課題として重視するよう
になりつつある。すなわち， 1971年に，港湾課 (Officeof Ports and 
Intermodal Development)を設置し， そこで米国港湾の現状およぴ可能性
の調査を開始した。同課は， 各地の主要な港湾に少数の職員を配置してい
る。彼等は， 港湾当局に統制を加えたり， 直接融資を行なったりはしない C
が，港湾当局と他の諸官庁とのあいだのあっせん役を，きわめて積極的かつ
効果的に果たしている。たとえば，シアトルやサンフランシスコのように，
港湾の開発によって失業救済の見込まれる場合には，経済開発局 (Economic
Development Agency)に連絡して交付金の支給をあっせんしている例が
それである。
そのほか，港湾業務に対する促進的な事業として， MARADはいくつか
の研究資料を発表し，またこうした問題について討議するセミナーを開催し
ている。本節でこのあと紹介しようとする研究パンフレット〔4〕も，その
20) 
1つといえるであろう。
20) MARAD発行の港湾に関する研究資料には，つぎのようなものがある。 C2J,
p.323. 
The Economics of Deepwater Terminals, 1972. 
Public Port Financing in the United States, 1974. 
Planning Criteria for U.S. Ports Development, 1977. 
なお，筆者の Gossはここで， 「MARADは米国港湾の全経済的影善に関す
る研究も発表している」と書いているが， C4Jを挙げてはいない。 [4Jの発
行は， 1978年9月となっており，これに対して， Gossがアメリカを調査訪問し
たのは同年3月と 5~6月の2回であった。 C1 >.p,9.
86(86) 第 25巻第 1 号
連邦政府にあって港湾に関係している第4の主な官庁は， EMC:(Eederal 
Maritime Commission:連邦海事委員会）である。 FMCは ShippingAct 
（第15条）にもとづいて，港湾管理者間における料金その他の協定について
認可行政を担当している。ただし，これはあくまで独禁法に対する特例法と
しての海運法の適用に関するものであるから， 規制はもっばら “common
carrier"すなわち定期船を対象とする料金その他の協定に限られている。不
定期船の関係は， FMCの規制の対象とはならない。また，各クーミナルで
私企業が行なう荷役業務も，規制の対象外である。これらは，一般の製造業
と同様にカルテルを結成することを禁じられているからである。この点，ゎ
が国などの実状とは大いに異なるといわねばならない。
さて，そこでいよいよ本節の主題である MARAD の研究資料 What
U.S. Ports Mean to the Economy C 4]であるが， これは一般向けの
PR文書であって， そのため記述はごくくだけた啓蒙的なものになってい
21) 
る。しかし，表題に付記したように，その内容は I-0モデルにもとづいた
計量的な分析で，水準の高＇い研究といってよい。
まず最初に， 「むかしは，船が着くということは大事件であった。船が水
平線に見えてきたときから，港の近くに住む人びとは，その船を見ようとほ
とんどが家の外へ飛ぴ出した」という書き出しで，港が経済発展の中心とし
て重要な役割を果たしてきたことを指摘する。しかし，今日のように複雑化
した社会では，誰しもが港の重要性を認めてはいるものの，それが果たして
21) このパンフレットは． A4判58ページ，各ページ 3段組みである。しかし， 1 
段は「見出し」であり，全体を通じて約半分は写真になっている。巻末に一括さ
れている計数表も比較的簡単な表現で， I-0表そのものも付いていない。その
ために，徹底したことを知るのには不向きである。執筆者は， プロジェクト・リ
ーダーの J.Gilbertほか2人で， いずれも経済学者とある。なお．このパンフ
レットは，私がワシントンヘ行き，たまたま商務省の地下にある国立水族館（こ
れは大したものではない）を見物しようとして建物の中へ入ったとき， 1階の資
料展示室で手に入れたものである。上記 Gossのいっているものが多分これのこ
とだろうとば．私の推羅であるが，ともかく拾い物であった。
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量的にいかほどであるかをいえる人はない。そこで，この空間を埋めるため
に， MARADはニューヨーク・ニュージャーシー・ポート・オーソリティ
ーに依託して， I-0モデルにもとづく分析を完成した。これは， 米国の港
湾産業 (portindustry) の全国ベースでの経済的評価を行なったもので，
初めての試みである，という。
I-0分析に精通している人びとにとっては， これ以上の紹介はほとんど
必要ないかも知れない。実際の数字そのものは，他の産業と比較するとか，
港湾について同じような分析が今後また行なわれたようなときに初めて意義
をもつにすぎないからである。けれども，少なくとも港湾関係者の関心をひ
くであろう1つの問題は，この種の分析で「港湾産業」の範囲をどのように
とらえているか，である。
22) 
これはなかなかの難問である。もちろん，米国としても初めての課題であ
った。ここで採用されている方針は，次の4つの基準で示されている。
(1) 定義は，水運貨物を移動させるという港湾産業固有の役割を反映するものでなけ
ればならない。
(2)定義は．港湾の国民経済に対する真の寄与と斉合するものでなければならない。
(3) 定義は，港湾産業の直接活動のみを含むものでなければならない。
(4) 定義は．港湾産業の産出面について構成されるものでなければならない。
このような方針にもとづいて，具体的には次のような事業が「港湾産業」
に合められている。すなわち，船舶貨物の積み卸し・貨物関係の書類業務・
フォアワーディング・海上保険•国際金融・倉庫・陸上フィーダー・出入港
補助業務およぴすべての水上運送である。船舶の修繕・燃料供給・港湾機械
および輸出品の製造等は，港湾から出ずる経済的効果（インパクト）の一部
ではあるけれども，港湾産業の産出部分ではない，ということで除かれてい
22) (11]も，まずこの点の苦心を述べている。この場合も I-0表を利用してい
るから，方法論的に一地域モ・デルと全国モデルの相逮はあるが一一比較して参
考になる点が多い。
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る。
さて，こうして作成された I-0モデルによる分析の結果は，次のような
項目に分けて報告し説明されている。すなわち，
(1) 港はサーヴァントである［産出〕
(2) 港は顧客である〔投入〕
(3) 港は個人に所得をもたらす
(4) 港は企業に所得をもたらす
(5) 港は仕事（雇用）をもたらす
(6) 造は税金を支払う
(7) 港1、ま投資を行なう
(8) 港と政府との関係
(9) 港と外国貿易との開係
(10) もし……すれば，どうなるか？
① 最終消費が増加すると
③ どれかの産業の売上げが伸びると
③ 港湾ストが発生すると
以上のような各論をその数字と合わせてくわしく読んでいくと，細かい方
法論上の取り扱いについて教えられる点が多い。そして，それによって改め
て「港湾産業」の特性を認識するのに役立つものがある。また，アメリカの
経済・貿易構造について，数量的な理解を深め得ることも，その副産物とい
える。しかし，それらをここで指摘する余裕はない。ただ，総括的に示され
た次のような数字を参考のために紹介しておこう。（表 1)
いうまでもな <,1-0モデルにはそれなりの弱点があり，とりわけそれが
あくまでその年かぎりの静態的なものであって，技術的投入・依存関係にお
いてもまた価格体系においても，その不変性を前提としなければ上記(10)のよ
うな応用問題は成り立たない。したがって，調査の行なわれた1970年以後，
オイル・ショックを体験し， いわゆる「不確実性」のいわれる現在では，
この数字がそのまま参考になるわけではない。しかし，こうした研究は，港
欧米における港湾経済の研究（東海林）
表1 米国港湾産業の全経済効果 (1970年）
(89)89 
? ?
億ドル；千人
? ?
総産出額
付加価値額
雇用
個人所得
企業所得
連邦税収入
州・地方税収入
280 
150 
1,047 
96 
37 
52 
20 
｛直接産出額
間接産出額
?
??????
2 
直接付加価俯額 105億ドル’
直接雇用数 687千人
直接所得額 67億ドル
直接所得額 17億ドル
関税収入を含む
投資額
外国貿易の寄与
政府事業の寄与
???
ー
年によって差がある
4 
直接寄与額である
（出所） 〔4J, 10ページおよびその他のページによる。
（注） 1. (a) 波及効果を示す乗数は1.6である。
lb) 産業間の取引は，このうち67億ドル (39%)で，その第1は港湾産業
自身 (12.2億ドル； 18.2%)である。
(c) 172億ドルのうちの約％， 57.6億ドルは輸出貨物の荷役および米国（内
・外航）船による運賃収入等で，最終帯要に含まれる。残りの％が輸入
貨物と国内貨物から発生するが，そのうち消費財関係の収入 (37.8億ド
ル）は同様に最終需要に含まれる。
2. 同年のGNPに対する比率は〔私の計算で〕直接は1.1%，総計では1.5%
である。
3. 1トンにつき34ドルの直接の産出額に相当し，全経済では 1.6倍の55ドル
となる。また，雇用については 600トンにつき 1人の総効果があることにな
る。
4. ボート・オーソリティは「港湾産業」に含まれている。また，政府関係貨
物の運賃は産出額に含まれており，補助金もここには含まれていない。ここ
に含まれるのは，政府のサービス（除給与） ・施設工事等で乗数効果は2.27
と大きく，全経済効果は14.6億ドルになる。
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23) 
湾経済についての開拓的な試みとして一ーわが国における神戸市の研究〔11〕
とともに一ー大いに評価されてしかるべきであろう。
最後に， Gossによれば，カナダのモントリオール， アメリカのボルチモ
アおよびクコマにおいても，それぞれの港湾活動が地域に及ぽす経済効果に
ついて，研究を発表しているようである。しかし，それらに対する Gossの
評価は甘くない。概していえば，これらの計測においては，地域外からの購
入に対する配慮が欠けており，また貨物別のトン当たり産出効果が算出され
ているが，その場合，資本設備の相遮が考慮されていないため，あたかもコ
ストのかかる貨物ほど港・地域にとって望ましいかのような印象を与えてい
る。総じて，この種の研究は，地域住民に対する宣伝の臭いがつよく，投下
資源の機会費用を考慮したうえで， なお港湾の拡充をサボートし得るよう
24) 
な，客観的な判定の根拠としては役立たない，という。
このようなきびしい批判に答えるには，どうすればよいであろうか。そも
そも， Goss自身はそういう問題に対して， どういう回答を用意しているの
であろうか―こうした点を含めて，第Y節で Gossの見解を聞くことにし
よう。
皿 Wilder & Pender :米国港湾の経済行動
前節のような MARADの研究が，米国の港湾経済についてのマクロ的分
析であるのに対して，本節で紹介しようとする論文〔6Jは， ミクロ的なそ
れである。著書の 2人は，ともにサウス・カロライナ大学経済学部に所属し
ている。 Gossのいうように， 「経済学は， 港湾にとって重要ではあるが研
23) 1973年に， OECD海運委員会は，加盟国政府に対して各国海運業の総括的営業
収支構成表の作成を依頼した。この表からわれわれは，各国海運業の付加価値や
分配率を求めることができる。日本を含めて 8カ国がこれに回答したが，その中
にアメリカは含まれていない。 OECD,MaritimeTransport 1973, 1974を参照。
糾）〔2〕， pp,134-36, 323, 336-37, 390-91. 
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25) 
究のおくれている C1:1nder-explored)分野である。」しかし，近年になって，
港湾も次第に経済学者の関心をひくようになってきた。この論文もその1つ
の現われであるといえよう。しかも，方法論ないしはアプローチの仕方にお
いて，この論文はとくに注目される点がある。
というのは，これまで港湾について行なわれてきた経済学的な研究は，管
理者財政の問題にせよ，あるいは港湾料金の問題にせよ，概していえば公企
業論的アプローチを主とするものであった。ところが，それに対して本論文
26) 
の著者たちは，むしろより一般的な競争市場の経済学をもって臨んでいる。
いいかえると，ここでは港湾管理者は港湾当局というよりは，港湾競争市場.. 
における港湾経営者として，分析の対象になっているのであり，その点に，
きわめて新鮮な興味とほのかな驚きをさえ覚えるのである。そこで再びその
背景を考えてみると，こうである。
すなわち，アメリカにおいて，連邦ベースでの港湾に対する関心が高まり
つつあることは，前述（および次節で後述）のとおりである。また，それが
このような研究の 1つの刺激要因になっているであろうことも，確かだと考
えられる。しかし，そのことは，裏を返していえば，それだけアメリカにお
ける港湾の管理・運営が，なお依然として地方分権的であり，体質的には政
治的というよりも多分に市場経済的な活動として営まれているという実態
が，そこから浮び上がってくるのである。それは， 「管理は行政に埋没」し
27) 
ており， 「行政あって管理（経営）なし」と評されるわが国の実状とは，大
いに異なるものといわねばならない。いいかえると，わが国では，このよう
な分析の生まれ育つ土壌が乏しいのである。さて，それでは，著者らのいわ
ば「ストレートに経済学的」な分析の眼をとおしてとらえられた米国港湾の
25) C 1 J, p. 41. 
26) 単なる実証的分析ではなく，政策論的考察を含んでいる点で， くわしくいえば
厚生経済学的な分析である。
27) 北見俊郎教授の「港湾論」 207-09ペー ジの言葉（私流に，・少しアレンジした）
である。
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28) 
経済行動は，どのような特性をもっているであろうか。
著者らによれば，港湾サービスの市場は，構造的に製品差別型の寡占市場
29) 
(differentiated oligopoly) である。特定の港に対する荷主の需要を決定
する要因としては，次のものが挙げられよう。
(a) 当該港湾サービスの料金
(b) 同上の質（発航の頻度・設備の利用可能性・盗難の度合い・内陸との連絡度等を
含む）
(c) 荷主および他の港との関係位置
(d) 競争港の料金とサービス
(e) 船会社の運賃設定行動
(f) 国際経済および貿易の水準
そして，このうちでとくに重要なのは，（e）と(e)である。前者について，貨
物の発着地（州）とその貨物の積み卸し港との結び付きを，実証的な数字で
しらべてみると（原第1• 2表）， とりわけ内陸諸州の荷主に関して，港間
の競争がはげしいことが分かる。また表2に示されるように，貨物の数量を
重量と価額とで分けてとらえた場合，距離の近い港が選択される傾向は，価
額でとらえた場合の方が（とくに輸出において）いっそう稀薄である。この
ことは，高価品になるほど（距離の要因が荷主によって軽視され）港間の競
28) いうまでもなく， 米国の港湾といえども， その主要なものはすべて公共港湾
(public port)である。著者の示すところに（原第1表）によれば，外貿貨物取
扱量において上位を占める30港のうち，公的管理機関の存在しないのはわずか2
港（ともに石油港）にすぎない。ついでながら，前節の MARADの研究では，
全米における（河川・湖・運河を含む）主要な港湾の数を 170としている。もと
より，それらについて，わが国のように法令上の港格が与えられているわけでは
ない。
29) 著者は説明していないが，この用語は，もともと Sylos-Labiniの用いたもの
で，集中型寡占 (concentratedoligopoly)に対する。後者が工業的寡占のタイ
プ（規模の経済性が重要）であるのに対して，前者は商業的なそれである。
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表2 米国輸出入貨物の国内輸送距離 (1970年）
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（出所） ［6 J,p. 174, Table 4. 
（備考）彩の合計は，デークの欠陥から100にはならない。
30) 
争がはげしいことを意味している。
船社の運賃設定行動 (pricingbehavior)が，荷主の港湾選択に与える影
響もまた重要である。この問題は，とくに近年のコンテナリゼーションによ
って深刻化している。すなわち，船社は，船の停泊時間を短くし運航能率を
上げるために，寄港数をへらすと同時に，他方海陸複合運賃を設定して目的
地までの陸上輸送費を吸収する形態をとるようになった。その一例は， シア
トルとボートランドとの間で見られる。船社がこれまで行なっていたボー＇ト
ランドヘの寄港を取りやめ，シアトルで陸揚げした貨物を船社負担でボート
ランドヘ送る結果，同港ではその分だけ取扱貨物量が減少して，打撃を受け
30) アメリカは，日本とちがってカナダ・メキシコとの間で陸上輸送による輸出入
も多い。金額的に港湾の利用される割合は， 1970年において， 輸出では426億ド
ルの57.8%，輸入では398億ドルの63.8％である。しかし，重量ベースでみると，
全水上輸入量は同輸出量の1.42倍になる。つまり，輸入の方が（石油を含めて）
バルク・カーゴーが多く，したがって港湾利用率も上の数字よりは高いと考えら
れる。 C 4), pp. 36-38. 
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31) 
ている（この問題について， FMC・が事情聴取を行なったが，こうした運賃
吸収の合法性に対する同委員会の判断はハッキリしない）。
東岸におけるボストンやフィラデルフィアのケースも同様である。 そし
て，このような船社の運賃政策のあおりを受けた中小の港では，港勢を維持
32) 
するために， 一段と料金の引き下げを迫られる結果になっている。 もちろ
ん，コンテナ化以前からフィーダー・サービスの利用は行なわれていたので
あるが，コンテナ化によってこれが大規模に行なわれるようになり，それに
よっていっそう港湾の集中化が促進される傾向が， ヨーロッパと同様，アメ
リカにおいても見られるのである。
港湾サービスの買い手である荷主は，その数が多く，個々には市場支配力
をもたない。しかし，公共港湾―とりわけ地域 (regional)港湾ーーは，
政治的圧力によわい。荷主は，貿易団休を通じてこの面から港湾管理者に対
して圧力をかけ，自己に有利な条件をかちとることができる。
このような市場環境に対応して，港湾管理者は相互の競争を抑制して自己
の利益を守るために， カルテルを結成することが ShippingActで認めら
れている。港湾のカルテルは， “TerminalConference”と呼ばれており，北
部大西洋岸を除いて，南部大西洋岸・ガルフ・南部および北部太平洋岸の各
地域ごとに結成されている（原第6表）。しかし，こうした防衛策によって，
「集団的利潤極大化」を目的とした港湾料金の設定に成功しているようには
31) バンクーバー港についていえば， 1978年同港の輸出コンテナは53,672個，これ
に対して輸入コンテナは45,887個である。輸入のうち約30,000個は日本およぴ極
東からのものであるが，前記 Mulholland氏の話によれば，これとほぼ同数の約
30,000個が別にシアトルを経由して陸上からバンクーバー（カナダ）へ入ってき
ているという。日木のコンテナ船は同港を利用しているが，有力なシーランド社
等は寄港していないからである。
32) この点は，次節で見る Hazard．の論文においても， 「船社と鉄道の恣意的な
ランドプリッジ料金協定によって，港湾は彼等の犠牲になっている。この問題が
解決されれば，硯在補助金を受けている港湾でも収支の均衡が達せられるかもし
れない。 ICCとFMCは協力して問題の解決に当たるぺきである」として，こ
れを重視している。 C 3 J,pp. 283, 285-86. 
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見受けられない。
港湾は，公共企業であり，したがって（外部経済が存在しないかぎり）料
金は長期限界費用にひとしく定められるぺきである。港湾の場合，規模の経
済性は大きいとは思われないから，長期限界費用は長期平均費用とほぼ等し
いであろう。ところが，多くの港湾では収支上欠損を出している。というこ
とは，つまり料金が長期限界費用以下に設定されていることであり，また費
用補償水準 (compensatorylevel)に達していないことを意味する。
アメリカの港湾は，このような欠損を補うために多くの補助金を受けてい
る。もっとも，補助金といっても直接的に支給されるものは少なく，税制を
通じて行なわれる（たとえば，一般債務債券の発行に際して所得税が免除さ
れ，｀したがって低い利率での発行が可能となるような）間接的なものであ
る。しかし，表3に見られるように， 1966~72年の間において，港湾に投下
された開発資金のうち，内部留保と収入債券発行によるものは合計41彩にす
33) 
ぎない。
しかも，このような補助金が主として資本交付金や免税による間接的利子
補給等の形態をとっていることは，港湾への投下資源の配分が一近年にお
表3 米国港湾の開発資金源 (1966~72年）
資金源
港湾収入の再投資
一般債務債券
収入債券
州補助金
連邦補助金
その他
??
??????
（出所） C 6 J,p. 176, Table 5. 
（備考）原資料は MARADの調査によるもので，
その詳細は〔7J上巻， 210ペー ジ， 表7
-5に見られる。それによれば，対象20港
（ニューヨークを含まず）のうち各港のあ
いだでバラッキは大変大きい。たとえば，
ロングビーチ港では本文の指摘している数
字(41%）が100彩となっている。
合
?
100 
33) 米国港湾の資金調達方法とその問題点については， 〔7.）上巻， 203-19ペー
ジがくわしい。
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ける必然的な傾向を超えて一一過剰に資本集約的となっているのではない
か，という推定を可能にする。結果として港湾の設備は過大となり，港湾サ
ービスの生産費は，必要以上に高くなるであろう。これもまた赤字経営の一
因と考えられるのである。この意味では，補助金の形態は，港湾に対する一
般的な財政的援助の方がむしろ望ましいといえる。
港湾が長期限界費用以下に料金を設定していることについて，外部経済性
の存在が腿められるであろうか。なるほど i それによって地域産業の開発が
促進されよう。しかし，国全体としてみれば，ー州のプラスは他州のマイナ
スという形で，相殺される傾向がつよい。かりに，遠方よりも近くの港を利
用しうるようになり，輸送コストが少なくるるという便益があっても，それ
は厚生経済学的に厳密にいえば，社会的なものではなく（すでに限界費用価
格形成論の根拠として考慮ずみの）私的便益であって，長期限界費用以下の
料金を肯定する理由とはならない。
要約していえば，各港は共通の背後地をめぐってきびしい競争環境のなか
34) 
にある。そのうえ，荷主による政治的圧力，船社の運賃設定行動，および低
金利資金の投入によってもたらされる過大設備の圧迫等，これらの要因によ
って港の料金は長期限界費用よりも低く設定されている。対策は 2つある。
1つは料金を引き上げること，もう 1つは補助金を減らすことである。
このどちらもができればよい。それが現実的に不可能だというならば，ま
ず料金の引き上げから手をつけるべきである。一般の市民にとって，非課税
の債券発行が港湾に対する実質的な補助金であり，自分達の税金から支払わ
れているのと同じことだということは，理解されにくい。彼らは，こうした
補助金に対して反対運動を起こすことはないだろう（荷主の側が港湾管理者
に圧力をかけ，こうした形の補助金を政府に支給させているのである）。
34) 前節で見た MARADの 1-0分析によれば，港湾（海運を含むが）への投入
産業部門のうち〔港湾産業自身を除けば〕第1位は “businessservice"である。
それは，販売促進・宣伝広告。コンサテルティング等であって，こうした費用が
多いことは，港湾産業のあいだの競争がはげしいことを物語るものである，とい
う。 C4J, p.19. 
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他方，カルテルの存在や港湾が公共企業体であるという事実によって，港
湾相互間の競争が抑制されるようなことがあってはならない。管理者は，競
争を通してコストの引き下げをはかり，料金外の競争を活発に行なうべきで
ある。料金が費用補償水準にまで引き上げられてくれば，補助金は衰退する
であろう。このことは，港湾管理者によりいっそうの自主独立性を付与する
とともに，港湾ひいては交通の分野における資源の配分と生産性の改善に役
立つであろう。
以上が，この論文の要旨である。さきに見たSuykensもいうように，港湾
政策はそれのみで独歩し得るものではない。しかし，残念ながらアメリカにお
ける経済政策，とくに交通関係公共施設に対するその実態にうとい私として
は，著者らの主張に対して明白な反論を呈することはできない。ただ，考察
の範囲を港湾内に限った場合でも，なお若干の問題があるように思われる。
それは， 上記港湾市場の構造分析において， 港湾サービスの買い手とし
て，ほとんどもっばら荷主が考えられている点である。たとえば，港湾サー
ビスの「製品分化」ないしは質の相遮に関する説明で，発航の頻度が挙げら
れているが，これを左右するのは船社の港湾選択である。公共港湾の提供す
るサービスとその料金は，より直接的には船社を対象とするものであり，そ
の意味で， 港湾サービスの質としては， 何よりも当該港湾の全般的な効率
一それに左右される船舶の滞港時間一ーが重要であろう；
また，著者らがその結論において重視している料金に関して一言すれば，
前述のようにFMC（著者らは， FMCが料金の引き上げを勧奨することを
期待している）の料金規制は，不定期船対象の港湾の料金および民間企業の
行なう荷役料金には及ばない。しかも，荷役料金は（滞港時間にともなう船
費と同様に）港湾料金よりも数倍大きいのである（注11参照）。したがって，
検討の対象を港湾管理に限らないで，より広く「港湾経済」という見地から
考えるならば，問題は港湾料金の引き上げをもって事足りるということには
35) 
ならないのである。
35) 以上のような考え方については，後出の GossC 1Jに負うところが多い。
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N Hazard:米国の港湾政策
—西欧との比較にもとづく再検討ー一
36) 
この論文〔3）の著者は，かつて米国運輸省 (Dept.of Transportation) 
の次官をつとめた人で，硯在はミシガン州立大学の教授である。その主題と
するところは，米国の港湾管理体制について，改革の方向を示唆しようとす
るものであり，その場合の方法として，著者は西欧諸国における港湾管理の
実状とそれぞれの港の成果を比較して，そこからアメリカとしてのあり方に
、37)
対するヒントを求めようとしているのである。
さて，米国における港湾管理の現状について著者が述べているところをそ
のまま伝える必要は，もはやないであろう。著者が痛感している現状の問頭
38) 
点は，次のような言葉で表硯されている。
(a) 米国の港湾は，全国的交通政策の統合された一部分とはなっておらず，さりとて
海運政策のそれとしてもとらえられてはいない。港湾は，両者のあいだにあいまい
36) 運輸省は，全国的な交通システムの開発。調整のための機関として1966年に設
立されたが，既存官庁の勢力争いのなかでまだ弱体のようである。コーストガー
ト(1915年設立）は運輸省に所属し，これまで同省の海事に関する唯一の部局で
あったが， 1974年に沖合港湾法 (DeepwaterPort Act)ができ， 運輸省内に沖
合港湾課 (Office_of Deepwater Ports)が設けられている。なお，沖合港湾の
第1号は， 1980年完成予定の LouisianaOffshore Oil Port (LOOP)で， 実際
にはコースト・ガードが LOOPと他官庁との一切の連絡を担当しているという。
C2J, p.321;〔7J上巻， 201ページ。そして，本省の同課では，より広く米国
港湾政策のあり方を模索しており (Federal Port Policy in the U.S., DOT, 
1977)，この論文もその流れを引いているといえる。
37) このような主題と方法は，形としては私がわが国について試みた議論 (17Jと
大変よく似ている。
38) C 3 J, p. 282. (d)~(f)は消略。
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39) 
な形で取り残されている。
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{b)港湾は，空港・航空路・道路・都市交通〔路線） （transit)のように， あるいは
鉄道・水路ほどにも，連邦と州と地方の政府を通じて立案される相互一貫的な交通
計画の一部とはなっていない。
(c) 港湾の基礎的施設は，連邦が資金の一部を支出し，州および地方にも資金参加を
求めるという形で，連邦がテコ入れした交通金融体系の一部とはなっていない。
米国港湾の開発に際して，果たしてこのままでよいであろうか。一休，
(a) 港湾計画は国が立てるべきか， それとも地方自治体の競争の結果に委ねるべき
か。
(b) 全国の商業活動を促進するという見地から，港湾は補助を受けるべきか，それと
も資源のミス・アロケーションを避けるために独立採算制であるべきであろうか。
(c) 国が参加した場合，地方の自主性と競争性を減殺しないであろうか。
(d) 国が参加することは，港間の競争関係を破壊するという点で憲法に遮反するので
はないか。
(e) 国と州と地方政府と，さらに私企業とは，港湾の開発に調和的なジョイト・ペン
40) 
チャーとして機能しうるであろうか。
これらの疑問に対する答えを引き出すために，著者は西欧各国について現
状を調査した。もちろん，地理的条件をはじめとして，米国との比較のうえ
で考慮すべき制約がないではない。しかし，概していえばそうした制約はさ
ほど重要ではない。そこで，アメリカと西欧各国の管理休制を簡単な表にし
て示すと，表4のようである。
著者は，この表に関連して各国の港湾管理の現状を概説し，さらに表5お
39) 著者によれば，連邦政府の機関で港湾に関与ししているものは，大小合わせて
40．もあるという。〔3J, p. 288, n. 28. Gossがアメリカを訪問したとき，ある
港務局の職員は “Thereis no Federal policy on ports, but there are a 
number of Federal programmes within ports; Democracy can be very 
expensive.’'といったという。 (2J, p. 310. 
40) 〔3J, p.270. 
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表4 港湾管理職能の国内配分状況
Iアメリカ Iイギリス 1フランス 1ベルギー I西 独 Iオランダ
（計画）
長期計画
重要港湾の指定
重要計画の承認
（資金）
水路・出入路
クーミナル基本
施設
管理費及び欠損
（運営）
航行システム
クーミナルの所
有
荷役業務
2 
（マー ケティング）
（統制）
委員の任命
理事者の任命
その他の統制
1 
SLP Port 
SL F">lm. £ 
F Port 
SLP Port 
SLP Port 
F Port 
SLP FLP 
p FLP 
SLP FLP 
SL mixed 
（出所） 〔3〕， p.272, Table 1. 
F F 
6港 3港
FL 
80彩F F 
50彩F 60%F 
FL L 
F F 
L LF 
p p 
FL L 
LF L 
（記号説明） F=連邦•国， L＝地方・市， s ＝州， P=私企業
F F 
s L 
F %F 
SL L 
SL L 
.F F 
SL L 
p L 
SL L 
SL L 
（注） 1. イギリスの港湾は，国営・公団・市営および私営等まちまちである。
2. マーケティングは米国の方が力を入れているが，パクーンは港によって異
なる。
（備考）米国の12の港についても同様の表が作られている。 Ibid.,p. 273, Table. 2. 
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表5 ヨーロッパ港湾の経済的成功度
(1972年：同年末レートで換算した千米ドル）
|ア；：プ 1グンケルク 1ハンプルク 1 ロンドン 1 ロッ：•'；
（財政的実数値）
1 収 入 41,184 
2 支 出 48,055 
3 収 支 △ 6,871 
4・固定資産
495,41049 1
5 受取補助金 24, 
（財政的比率）
経常費／収入比率 0.85 
収支比率 (2/1) 1.17 
資本回転率 (1/4) 0.08 
被補助率 (5/1+5) 0.36 
収増支加均率衡2に必要な収入の 1.67 
（出所） （3〕,p.279, Table 3. 
（注） 1. not availableの略。
14,436 18,563 
22,474 22,788 
△ 8,037 △ •4,285 
1 
305,590 n.a. 
5,928 1,938 
0.86 n.a. 
1.56 1.23 
0.05 n.a. 
0.29 0.09 
1.36 1.78 
2. 1968~72年の過去5カ年の平均値である。
79,321 64,359 
79,423 63,450 
△ 102 909 
268,035 534,606 
620 13,789 
0.75 0.39 
1.00 0.99 
0.30 0.12 
0.01 0.17 
0.95 1.29 
よぴ表6のような計数を示して，それぞれ財政的および物的側面から，各国
における代表的港湾の成果を検討している。いうならば，前者は港湾のコマ
ーシャルな性質を，後者は公共施設としての性格を反映する指標として取り
上げられたものでといえる。
一例として，ロンドン港についていえば，ロンドン (1972年に52.3百万トン
の取扱量）は最高の収入を挙げている。これは，水路の利用について船舶か
らその維持費を徴収し，また港庁みずから荷役業務を経営しているから
(Gossのいわゆる “totalorganisation”]である。それによって過剰な労
41) 
働者をかかえているにも拘わらず，補助金の受給率は最低である。しかし，
他方，物量的な側面から見れば，表6で明らかなように，イギリス全体に取
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表6 ヨーロッパ港湾の取扱量的成功度 （百万トン）
1965年 1974年 変化率（醤）
イ ギリ ス 194.5 277.2 1.43 
ロ ン ドン 60.8 51.5 0.85 
フ ラ ンス 129.1 295.2 2.28 
ダンケルク 15.9 31..4 1.97 
ペルギー 65.4 104.3 1.75 
アントワープ 59.4 76.0 1.28 
西 ドイ ツ 101.0 150.6 1.49 
，，ヽンプルク 35.1 49.3 1.40 
オ ラ ンダ 147.4 336.0 2.28 
ロッテルダム 122.7 279.5 2.28 
（出所） （3〕,p.280, Table 4. 
扱貨物量の伸びなやむなかで，とりわけロンドンの取扱量は絶対的にさえ低
下している。
もとより，これらの数字は港湾の効率を示す指標としては，きわめて簡単
なものである。けれども，正直にいって，この程度の数字さえこれまでの研
究ではほとんど示されなかったのではなかろうか。それはともかく，著者は
このような成果の指標と各国の管理体制とのあいだにどのような因果関係が
あるかを吟味し，そこから，およそ資本主義先進国における港湾管理休制に
ついての「一般的原則」 (General Principles)なるものを引き出している
41) この点，今日では事情が大いに異なっている。 1978年の累積赤字は1,267万ボ
ンドに達しており，同年以降3カ年計画で3,000人の労働者を解薦するために，特
別補助金として3,500万ポンドの支給が決定されている。同年の被補助率は5.84
彩にのぼる。
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のである。そして，米国の硯状に対する前述のような著者の問題（＝欠陥）
意識は，実にこの一般原則の直接的な反映として導き出されたものに他なら
ない。＜どくいえば，上述のような米国の現状の反対が，原則的な姿と考え
られているのである。
さらに，このような原則的な駆識から一歩を進めて，より具休的に，連邦
政府としてはどのような領域で， どのような仕方で港湾管理に関与すべき
か。現状からの改革の具体的な指針はどうか。この点について，著者はアメ
リカの港湾管理にたずさわっている職員57名について，その意見を徴してい
る。
以上のようなプロセスを経て，著者が到達している結論は，さほど大幅な
変革ではなく，むしろきわめて慎重な漸進的態度といってよい。すなわち，
まず第1は，政策理念としての港湾の位置付けを明確にすることである。つ
まり，港湾は単に「国防上必要な」海運の付属物というのではなく，全国的
交通システムの重要な要素であり，バランスのとれた複合運送の不可欠の要
素であることを，全国的交通政策のなかで確隠することである。
第2に，港湾を硯在空港について行なわれているように，相互関連性のあ
る交通計画のなかに1つのシステムとして組み込むことである。しかし，こ
のような計画は，地方・州およぴ地域から持ち上げるべきであって，国が頭
から「連邦のマスクー・プラン」を示すのは不可である。第3に，開発資金
の負担において，国は公正な割合（全交通予算の3~4%）を分担し，州お
よび地方自治体も他の交通計画と同等の比率 (20~80彩）を分担すべきであ
る。
そして，第4に，このような政策を推進する官庁としては，運輸省のなか
に港湾およぴ複合クーミナル担当の小部局を設置し，これが将来は全水運お
よび複合ターミナルを管轄することになるとしても，当面は現在の他の諸機
42) 
関を温存すべきであろう，と。
この最後の点に至ると， 読者としては， 何となく著者の前歴を想起して
42) C 3 J,p. 284. 
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「ちょうちん持ち」的な臭いをかぎつけるかもしれない。ここではその点を
おくとしても，著者のいうように，計画を下から持ち上げる仕方で，果たし
て効率的な資金の配分がうまくいくであろうか。著者自身，ョーロッパ大陸
では各国が独自に補助金を支給して港湾の開発を進めた結果，全体として過
43) 
剰投資に陥っている事実を駆めている。イギリスの場合でも，単なる諮問機
44) 
関では各港の要求を抑え切れないことが，休験として知られている。しか
し，だからといって，アメリカにおける中央計画の強化が直ちに肯定される
というのではない。そのためには，まずもって，前節のような経済学的な議
論が十分検討考慮されるべきであると思われる。
V Gossi世界主要港湾の管理・運営
―・硯状の比較研究と共通した改善の提唱ー一
さて，最後に紹介する論文は， すでにこれまで何度か触れたことのある
45) 
Goss口〕〔2Jである。 Gossは，イギリス政府所属の海事専門の経済学者
として有名な人で，硯在はUnderSecretary of Dept. of Industryの地位
にある。同政府は， CivilService Dept. を担当省として，毎年度10人の公
務員に対し， 外国における行政事情を調査研究させる目的で CivilService 
Travelling Fellowshipを与えている。著者の Gossは， 1977;_,78年に同
制度にもとづく海外研修員の1員として，前後3回にわたり合計15カ国39の
港湾都市を歴訪した。その訪問国のなかには，欧米のみでなく，中東＇（イス
ラエル），東南アジア（インド・クイ・シンガボール・ホンコン），オセアニ
アおよび日本が含まれている。
43) 〔3),p. 281. 
44) 〔17),39-40ページ。なお，最近の情報によれば，英国政府は昨年末 National
Port Councilの廃止を決定したとのことである。海事産業研究所「外国海事情
報」 No.460, 1980. 2. 15. 
45) この文献は， 神戸大学助教授下条哲司氏のご好意により参照することができ
た。同氏が英文の自著を Gossに贈呈されたのに対して送られてきたものと聞
く。感謝にたえない次第である。
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すなわち，この論文は Gossのこのような海外研修の報告書である。報告
書は2巻に分かれており，第1巻には調査研究の目的と方法，研究項目別に
明らかにされた各国港湾の管理・運営の実状，およびこれに対する著者の結
論と提案が述べられている。そ，して，第2巻には，各国の港湾について詳し
い資料が収められている。ただし，資料といっても生の文書や統計を綴った
ものではなく（それらは別に提出されている）， すべて著者自身の書きおろ
した説明と所見とから成っている。クイプ印刷とはいえ，ともにA4判，前
者は56ページ，後者は実に396ページにのぼる大冊であって， いまさらのよ
46) 
うにイギリスのエリート層の優秀さに驚くほかはない。
さて，まずはじめに，著者が訪問先の港湾当局へ送った事前の説明・依頼
文によれば，調査研究の目的は， 「世界の主要港湾について管理・運営の比
較研究を行なうこと」である。港湾で行なわれている作業はどこ•も似たよう
なものであるが，管理・運営の実態はそれぞれ異なる。なぜなのか。そし
て，それはそれぞれの港の効率に対して，どのような関係を有しているであ
ろうか。各港湾管理者の採用していしる管理の手法は，果たしてどこまで他の
港でも利用可能であろうか。もし，最善といえるような管理・運営の方式が
あるとすれば，それはどのようなものであろうか。
このような主題と問題意識からして，著者が上の文書で回答を依頼し，か
つみずから訪問対談した調査項目は，次のようなものである。
1. 国の港湾基本政策
2. 港務局の法的地位と機能範囲
3. 港湾管理委員の選出方法
4. 港湾の目的
5. 納税義務
46) 海外出張は， 1977年12月30日から翌年9月22日にかけて， 通算3回157日の日
程で行なわれた。移動日を除いて平均中2日を調査に当て，週2港の割合で旅行
したという（（1〕， p.5)。もちろん，事前に文書が出されてあり，各地ではしか
るべき案内者がつき（日本では， 前記国際港湾協会の世話になったとある），ま
た語学上の障害がないとはいえ，大したものである。
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6. 資金調達
7. 業務量の予測方法
8. 投資評価の方法
9. 料金制度
10. 効率の測定
11. その他
第 25巻第 1 号
(1) 港湾内における労働者の場所的配分法
(2) PR 
(3) 港湾訓練
(4) 労使関係
これらの項目について，国別・港別に Gossが要約叙述しているすべてを
47) 
さらに要約して伝えることは不可能である。われわれとしては， 第1に，
Gossのこのような研究眼をとおして見た場合， わが国の港湾管理は果たし
てどのような特色のある存在として映ったであろうか。この点がまず興味の
あるところであろう。第2に，主要各国の港湾を分析的に総覧した結果，著
者は結論としてどのような命題を確認し，またどのような示唆を今後につい
て提言しているであろうか。以下， この 2つの観点を柱として， Gossの貴
重な報告書の内容を見ることにしよう。その意味で，とくに重要と思われる
項目は，上記の4 （港湾の目的）および10（効率の測定）である。
「港湾の目的」を問うことは，形式ばったいい方をすれば， 「あなた方の
港湾では，一体何を極大にしようとしておられますか。また，その際の制約
条件は何でしょうか？」と問うことである。いかにも経済学的な質問であっ
て，質問された側でも面くらったに遮いない。事実， Gossによれば，訪問
47) 見られるとおり， Gossの調査項目は， 単に港湾の管理休制のみでなく，細目
の管理技法にまで及んでいる。 「各地の港湾は，訪問客を迎え，港内の施設を案
内して回って彼等をもてなすことは慣れているが，このような管理のテクニック
についてまで質問されることには慣れていない……彼等はしばしば，自分達の都
合のよい面だけを強調して話すきらいがあった」と， Gossは述べている (C1〕，
p.5)。苦心のほどが察せられる。
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した港の多くは，明確な目的をもっていなかった。というよりも，そういっ
た用語でものを考えたことがなかったらしいので， Gossが誘導して聞いた
48) 
ところ，大抵の場合それは港の取扱量を極大にすることであった。
このように，港湾の管理者がみずからの課題をしぽり切れていないのは，
考えてみると， それなりに理由のあることである。 というのは， この問題
は，前記調査項目の1およぴ2と深い関係にある。すなわち，当該港湾は，
究極的にはどこまで他の公的機関の統制に服しているか。いいかえると，ど
こまで別の目的を強制されているか。そもそも，ある港務局にとって「正当
な目的」 (proper object)とは何か。このような問題自休が，容易につかみ
得ない難問だからである。場合によっては，国や地方の行政当局が，港湾で
行なわれている諸活動と何の関係もない他の目的のために，港湾を利用しよ
うとすることさえある。
要するに，多くの場合，港湾当局としてはいろいろな団体の要求をみたさ
ねばならず，少なくともそれに逆らってはならない，という事情がある。そ
ればかりでなく，多くの港においては，過去20年間における管理者としての
最大の課題は，とにかく施設を拡張することであって，経済学的あるいは財
49) 
政上の考慮はいわば「二の次」であった。日本は，その典型である（最近で
はアラプ諸国の港が同じ問題をかかえ，深刻な困難に直面している）。
上述のような質問に早速答えられない，いま 1つの理由は，港湾の管理運
営に経済学者がほとんど用いられていないことである。この点は，日本につ
いてもいえる。ただ，日本の場合は，技術者が広い経済学的素養を身につけ
48) 港湾の公共性からして当然のことながら，利潤極大を目的とする港は 1つもな
かづた。財政は，むしろ制約条件として重視されている。 Gossはこの点につい
て，港湾当局は通常企業と同様に税金を支払うべきであり，表面的コストのみで
なく投下資本の社会的機会費用の回収を（目的ではなく）制約の線とすべきこと
を詳論している。 C lJ, pp. 41-45. 
49) 〔lJ,p.4. 私はここでも前記注 (13の問題を想起させられるのである。
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いずれにしても，このような事情がある以上，港湾管理当局がみずからの
目的を明確に規定して示すことは困難である。私 (Goss)がこの研究をとお
してつよく印象づけられていることは， 「およそ港湾の組織と運営とは，そ
れぞれの国における一般的な政治の方式とその国の国民の意見に合したもの
でなければならない」ということである。 JamesBirdは〔経済地理学的ア
プローチからして］歴史的・地理的な港湾の総合的把握を試みている。しか
し，私はそれに従うことはできない。 「港湾の管理・運営に関して， 単一
51) 
『最善』の方式があるわけでは決してない。」
これが， 「港湾の目的」に関する著者の結論であり，同じく日本について
の理解である。しかし，このような結論は，管理の技法についてまで，その
すべてが他に移して利用することが不可能だという意味ではない。各地の港
湾が異なった管理の技法を採用しているとしても，それは必ずしもそれぞれ
の港湾の目的の相遮にもとづいてそうなっているのではない。むしろ，後者
は上述のように明確に規定されてはおらず，そして，その結果として，各港
がまちまちな手法を採用している場合の方が多いのである。
それでは，前記調査項目にも見られるようないくつかの管理技法のうち，
とくにどこの港湾においても立ち遅れており，したがって共通して改善の余
地が大きいと考えられるものは何か。著者は，第10の項目である「効率の測
50) C2う， p.231.投資計画の問題に関連して， Gossが日本で討論したときの
体験では， 「日本では “discounting"という言葉は醗訳できないらしく，私の
会った英語の話せる人のなかでは，実際に 1人もこの用語を知らなかった」とい
う。 ClJ,. p.30. もちろん， Gossの聞き取り方がわるかったのかもしれない
が。
51) 〔1J, p. 55. たとえば，シンガボールとホンコンとは歴史的にも社会・経済
的にもよく似ているが，シンガボールの湾務局が港湾区域内のほとんどあらゆる
槻能（消防・警察・荷役等）を果たしているのに対して，ホンコンでは港湾機能
の最大限を私企業に任せている。しかも，両者とも効率の点では高い評価を得て
いる。一方の方式を他方へもってきても，決して成功しないだろう。 Ibid.,
pp. 2, 47, 5.なお， Birdの港湾論については (16〕を参照。
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定」をとくに重視しているように思われる。
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そもそも，料金と並んで，むしろそれより以上に重要なのは港湾の提供す
るサービスの質である。質のうえで最も重要なのは，やはり船舶の滞港時間
53) 
(turnround time) であろう。なぜなら， 近年この点で大幅な改善が見ら
れたとはいえ，他方で船舶経費とりわけ資本費が増大しており，滞港時間は
それと大いに関係があるからである。もちろん，それには荷役時間のみでな
く，着待ち・パイロット待ち等すべての時間が含まれねばならないし，それ
らの内訳についての分析も重要である。ところが，驚くべきことに，ほとん
どの港が一見張所で簡単に調べられるはずなのに一各船についてこの総
在港時間 (grossport time) を測っていないのである。
ともかく，港湾サービスの質の根幹は，これを一言に要約していえば，港湾
全般の効率 (efficiency) である。広い意味での効率の尺度としては，財政
的なものと物的なものとがあるが，現状でとくに把握の不十分なのは後者で
ある。たとえば， 「家主港湾」の代表的なものといえるアメリカの港では，
物的効率を何ら把握 (monitor) していない。彼等は，テナントを除く彼等
自身の組織運営については，精巧な財政統制の方式を適用している。また，
港のセールスにもはなはだ熱心で，荷主や船社のことはよく調べているが，
それとは対照的に港運のことは「われ関せず」という態度である。彼等は，
多くの場合，所管港湾区域内での雇用の水準をさえ知らず，したがって労働
52) 港湾における投資評価の方法ーー料金体系のあり方にもかかわる一について
は， Gossのすぐれた研究がすでにある。 (15〕を参照。
53) 「滞港時間」の訳語は下条〔14〕による（とくに36ペー ジを参照）。 “turn-
round"について，辞典によるせんさくを記すと次のとおりである。
COD (1976) : (of ship etc.) process of arriving at destination, unloading, 
reloading, and leaving. 
研究社「新英和小辞典」昭33:寄港（入港・荷役・出港を含む）
岩波「英和大辞典」昭45:（船の）帰港準備（入港・荷降ろし・荷積み・出港
の過程）
なお，米語では “turn-around"がこれに当たるとされるが， この語は「車の
旋回する場所」の意がつよい。 「1航海の往復所要時間」にもこの語が用いられ
る。
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54) 
生産性についても何ら把握していない。
これに対して，中東・東南アジアの諸国では，物的効率について多くの指
標が毎年算出されているが，これは，世銀からの借り入れに伴って要求され
ている面もあるようだ。ニュージーランドでは，船の滞港時間と労働生産性
について広汎な統計が発表されているが，驚くべきことにこれらはほとんど
利用されていない。オーストラリアでは，これとよく似た，しかももっと精
巧な統計の作製を計画中であり，そのうちのあるものは海運同盟に対する交
55) 
渉時の資料として利用されることになるようである。日本では，運輸省港湾
局において，岸壁の長さ当たりの貨物トン数が調べられているが，これは投
資計画のためのもので，これでもって港間の比較を行なうようなことはなさ
56) 
れていない。
以上のような硯状は，すでに述べた観点からみて，きわめて不満足な実態
といわねばならない。もちろん，港湾の効率そのものを高める努力が管理者
としてはまず肝要である。そして，そのためには，何よりも民間企業に任さ
れている分野における競争性を促進すべきであり，さらにそのためにはみず
から民間の事業の実情を把握していなければならない。上述のような「われ
関せず」という態度ではだめである。この点で， 100％市有の HHLAがテ
ナントとして港湾業務の約10％を遂行し，技術革新の推進者となっているハ
ンプルク港の例や，能率のわるいテナントをどしどし解約するアントワープ
57) 
港の例が注目されるべきであろう。
54) C 1 J,pp. 34-36.ここでは，日本の神戸・大阪がこのような家主的港湾に近
いものとして名前が挙げられている。なお，あとになったけれども， Gossが日
本に来たのは， 1978年2月5[:Iホンコンから大阪へ。同8日東京へ行って横浜・
東京を視察し， 10日パンクーバー向け離日したとある。 lb祉， p.9. 
55) C 1 J,pp. 36-37. 
56) ⑫〕， p.233.なお，港湾労働の生産性についての理論的および実証的分析と
して，柴田 C13]を参照。
57) C 1 J,pp. 48-49.いうまでもなく，わが国では港湾法（昭25)第13条第1項
において， 港湾管理者は民間の事業分野に介入・参加することを禁止されてい
（次頁へつづく）
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港湾の効率に関するいま 1つの課題は， 効率をとらえる尺度の改善であ
る。当然，効率の尺度は多岐にわたるであろう。しかし，まず大切なことは
物的効率と財政的効率とをバラパラにではなく， 統合 (integrate) して把
握することである。たとえばシンガボールの場合，この双方について測定が
発達しているけれども，それらは依然として相互に別物のままである。個々
の尺度についても，改善の余地が大きい。たとえば，労働生産性の尺度とし
て，ときに 1ギャング一時間または1ギャングーシフト当たりの貨物トン数が
用いられているが，これでは 1ギャングの人数が変化すれば，それによって
「生産性」も変化することになる。
Gossはこのように述べて， 労働生産性の尺度としてはどのようなものが
適当であり，いかにしてそれを求めるべきかについて，かなりくわしく論じ
ている。それは，一言でいえば，実質的付加価値額によって生産性を測るべ
きだというにある。そのような主張と方法とは，彼が別の機会に海運業の生
58) 
産性の尺度について論じているのと全く同じである。 そして， Gossはこの
ような港湾の効率指標を発達させるためには，これを公表するとともに，各
港間における協調と調整の用具として，これを実際に利用することを提唱し
59) 
ている。
このような管理・運営上のテクニックの改善は，前述のように，各港のお
かれている政治的・社会的諸条件の相進をのりこえて，共通した課題として
早速に取り組まれるべきものであり，この点こそ前記の Suykensがとくに
60) 
Gossの所説に共鳴している点である。 「港の施設や作業は，どこでも大体
る。 「家主港湾」たらざるを得ないゆえんである。しかし，そのことは， Goss 
の唱導するような港湾活動全体についての効率の向上・把握の必要性をも否定す
るものではないはずである。
58) 〔18Jを参照されたい。
59) 〔1J, pp. 49-54. 
60) 〔5J, No. 11, p. 18.なお，本誌同号にはたまたま Suykensのこの論文につ
づいて， Goss, "The Economic Efficiency of Seaports"が収録されている。
SEATEC)[Seminar, 1979. 6.11-15に報告されたもので， 内容はここで紹介
したのと同じく，彼の海外調査研究にもとづく所見である。参照されたい。
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似たようなものである」という事実からすれば，これはまた，当然すぎるほ
ど当然のことであるかもしれない。われわれが Gossから学ぶべきものは，
管理のテクニックに関する精巧な議論もさることながら，何’より•も港湾活動
全体を 1つの経済活動として客観的にとらえようとする姿勢ではなかろう
か。もちろん，彼のこのような姿勢は， 1つは “totalorganisation"の特色
を有するイギリスの港湾を実際的な背景としている， といえるかもしれな
ぃ・。しかし，そのことは， 裏を返していえば， わが国のような ‘‘landlord"
的港湾で，しかも「管理が行政に埋没」している国柄にあっては，このよう
な全港湾的な経済分析の視角を見失なわないことが，とくに大切だといえる
のではなかろうか。
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